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改正特商法はここに注意！

✔サブスク取引規制の強化

✔注文画面表示に対する規制の厳格化

出典：消費者庁HP
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改正特商法はここに注意！
✔サブスク規制の強化
✔注文画面表示に対する規制の厳格化

出典：Amazon
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改正特商法はここに注意！
✔サブスク規制の強化
✔注文画面表示に対する規制の厳格化
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 タイムセールやカウントダウン等を行う場合は、広告
に、「申込みの期間に関する定め」を表示しなければ
ならない。（第11条第4号）

最終申込画面に次の項目を記載しなければならない。
（第12条の6 第1項）
・ 価格、対価、送料
・ 支払時期、支払方法
・ 引渡し時期
・ 申込期間の定め（タイムセール等の場合）
・ キャンセルポリシー、返品特約（ある場合）

最終申込画面で誤認させるような表示の禁止（第12
条の6 第2項）

誤認表示に対する取消権の付与（第15条の4）
・ サブスクではないと誤認させると取消しの対象
となる。

最終申込画面で表示義務違反をすると、
✖ 最長2年の業務停止と公表（第15条）

✖ 適格消費者団体による差止請求（第58条の19）

✖ 誤認表示を行うと、行為者も法人も100万円以
下の罰金（第72条・第74条・直罰）

✖ 無表示又は不実表示の場合、
・ 行為者は3年以下の懲役又は（及び）300万円
以下の罰金（第70条・直罰）

・ 法人は1億円以下の罰金（第74条・直罰）

改正特商法はここに注意！
✔サブスク規制の強化
✔注文画面表示に対する規制の厳格化
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 タイムセールやカウントダウン等を行う場合は、広告
に、「申込みの期間に関する定め」を表示しなければ
ならない。（第11条第4号）

最終申込画面に次の項目を記載しなければならない。
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・ 支払時期、支払方法
・ 引渡し時期
・ 申込期間の定め（タイムセール等の場合）
・ キャンセルポリシー、返品特約（ある場合）

最終申込画面で誤認させるような表示の禁止（第12
条の6 第2項）

Q 対象項目を最終申込画面に表示しなければならない？
Q URLリンク設置ではダメ？
Q サイトの改修が必要になる？

今後制定される施行規則やガイドラインに注目

改正特商法はここに注意！
✔サブスク規制の強化
✔注文画面表示に対する規制の厳格化



本日のテーマ

京都総合法律事務所

1.改正特商法はここに注意！
✔サブスク取引規制の強化
✔注文画面表示に対する規制の厳格化

2.景表法違反の最新動向
✔優良誤認表示により1000万円以上の課徴金
✔有利誤認表示により１億円の課徴金

3.薬機法違反の最新動向
✔逮捕・送検・罰金事例
✔景表法よりも重い4.5％課徴金制度

4. EC業者が備えるべきデジタルプラットフォーム新法



京都総合法律事務所

景表法違反の最新動向

2021年6月だけで、9社に措置命令

又は課徴金納付命令が発出

＜内訳＞

コロナ関係 ： 4社

美容関係 ： 3社

ゲーム関係 ： 1社

インターネット関係 ： 1社
出典：消費者庁HP
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出典：消費者庁HP
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出典：消費者庁HP



京都総合法律事務所

出典：消費者庁HP



京都総合法律事務所

出典：消費者庁HP
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出典：東京都HP
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出典：東京都HP
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出典：東京都HP
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出典：東京都HP
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出典：東京都HP

改正特商法のもとでは、

誤認表示を行うと、行為者も法人も
100万円以下の罰金（第72条・第74条）

しかも、直罰
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出典：ＫＯＳＥ HP
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出典：ＫＯＳＥ HP

薬機法第2条第3項
この法律で「化粧品」とは、人の身体を清潔にし、美化し、魅
力を増し、容貌を変え、又は皮膚若しくは毛髪を健やかに保つ
ために、身体に塗擦、散布その他これらに類似する方法で使
用されることが目的とされている物で、人体に対する作用が緩
和なものをいう。ただし、これらの使用目的のほかに、第一項
第二号又は第三号に規定する用途に使用されることも併せて
目的とされている物及び医薬部外品を除く。

それなのに薬機法違反？
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化粧品の効能の範囲
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出典：消費者庁HP

「著しく」
誇張・誇大の程度が社会一般に許容されている程度を超えていること

「誇張・誇大が社会一般に許容される程度を超える」
当該表示を誤認して顧客が誘引されるか否かで判断される。
その誤認がなければ顧客が誘引されることが通常ないであろうと認められる程度。

商品の性質、一般消費者の知識水準、取引の実態、表示の方法、表示の対象となる
内容等を基に、表示全体から判断される。
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出典：消費者庁HP

提出期限
消費者庁長官が資料の提出を求める文書を交付した日から15日を経過するまで

合理的な根拠
①提出資料が客観的に実証された内容のものであること
②表示された効果、性能と提出資料によって実証された内容が適切に対応していること
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合理的な根拠
試験・調査によって得られた結果

・関連する学術界又は産業界において一般的に認められた方法

・関連分野の専門家多数が認める方法

・社会通念上及び経験則上妥当と認められる方法

✅事業者自身や当該事業者の関係機関が行った試験・調査であってもOK

✅消費者の体験談やモニターの意見等も統計的に客観性が十分に確保されていればOK

専門家、専門家団体若しくは専門機関の見解又は学術文献

・専門家等が客観的に評価した見解又は学術文献で、当該専門分野で一般的に認められているもの

①提出資料が客観的に実証された内容のものであること

②表示された効果、性能と提出資料によって実証された内容が適切に対応していること
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合理的な根拠

例 「継続率90% ※対象＝広告商品、期間＝2021年1月－3月、N＝100、自社調べ」

 「継続率90%」というデータを消費者に誤認させないように、その条件を注記として記載する。

✖ 「※自社調べ」のみ

 「N＝100」の部分について、消費者庁は「無作為抽出で相当数のサンプル」を求めている。

 「無作為抽出」とは、ランダムであること。

✖ 対象が社員のみ

✖ 対象が「モニター」なのに、それを「顧客」と示す

サンプル数は100以上でOK。ランダム度が高ければ30くらいでもOK。

 「N=100」のランダム度について、「（期間中の広告商品の新規購入者）」等と注記するとベター。

①提出資料が客観的に実証された内容のものであること

②表示された効果、性能と提出資料によって実証された内容が適切に対応していること
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打消し表示の基本ルール
消費者庁「打消し表示に関する表示方法及び表示内容に関する留意点（実態調査報告書のまとめ）」より

打消し表示は、強調表示だけでは一般消費者が認識できない例外条件、制約
条件等がある場合に例外的に使用されるべきもの

強調表示と共に消費者が認識できなければNG
✅ 強調表示と同様に目立つこと（強調表示の直下に置くこと）が必要

強調表示と矛盾する内容はNG
✅ 強調表示は訴求する商品・サービスの実際を反映するものであることが必要
✅ 「個人の感想です」は打消し表示にならない

打消し表示の表示内容に問題がある場合はNG
✅ 一般消費者が読んでその内容を理解できることが必要

打消し表示の表示方法に問題がある場合はNG
✅ 一般消費者が気付けること、読み終えることが必要
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打消し表示の判断要素

打消し表示の文字の大きさ

強調表示の文字と打消し表示の文字の大きさのバランス

打消し表示の配置箇所

打消し表示と背景の区別

【動画広告】

打消し表示が含まれる画面の表示時間

音声等による表示の方法

強調表示と打消し表示が別の画面に表示されているか

複数の場面で内容の異なる複数の強調表示と打消し表
示が登場するか

【Web広告（PC）】

強調表示と打消し表示が１スクロール以上離れているか

【Web広告（スマートフォン）】

アコーディオンパネルに打消し表示が表示されているか

コンバージョンボタンの配置箇所

スマートフォンにおける強調表示と打消し表示の距離

スマートフォンにおける打消し表示の文字の大きさ

スマートフォンにおける打消し表示の文字とその背景の色
や模様

他の画像等に注意が引きつけられるか

消費者庁「打消し表示に関する表示方法及び表示内容に関する留意点（実態調査報告書のまとめ）」より
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体験談を用いる場合の基本ルール
消費者庁「打消し表示に関する表示方法及び表示内容に関する留意点（実態調査報告書のまとめ）」より

消費者庁が平成２９年７月に公表した「打消し表示に
関する実態調査書」の基礎となった平成２８年１０月～
平成２９年３月に行われた「打消し表示に関する実態
調査」によると、

 実際に商品を摂取した者の体験談を見た一般消費
者は「『大体の人』が効果、性能を得られる」という
認識を抱く

 「個人の感想です。効果には個人差があります」、

「個人の感想です。効果を保証するものではありま
せん」といった打消し表示に気付いたとしても、体

験談から受ける「『大体の人』が効果、性能を得ら
れる」という認識が変容することはほとんどない

実際には、商品を使用しても効果、性能等を全く得られない
者が相当数存在するにもかかわらず、商品の効果、性能等
があったという体験談を表示した場合、打消し表示が明瞭
に記載されていたとしても、一般消費者は大体の人が何ら
かの効果、性能等を得られるという認識を抱く。

優良誤認表示のリスクが高まる。

 広告物は一般に商品の効果、性能等を訴求することを目
的として用いられており、広告物で商品の効果、性能等を
標榜しているにもかかわらず、「効果、効能を表すもので
はありません」等と、あたかも体験談が効果、性能等を示
すものではないかのように記載する表示は、商品の効果、
性能等を標榜していることと矛盾しており、意味をなしてい
ない。
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体験談を用いる場合の基本ルール
消費者庁「打消し表示に関する表示方法及び表示内容に関する留意点（実態調査報告書のまとめ）」より

体験談を用いる際は、体験談等を含めた表示全体
から「大体の人に効果がある」と一般消費者が認識
を抱くことに留意する必要がある。

 商品の使用に当たり併用が必要な事項（例：食
事療法、運動療法）がある場合

 特定の条件（例：BMIの数値が25以上）の者しか
効果が得られない場合

一般消費者は、体験談を用いることにより、併用が
必要な事項や特定の条件を伴わずに効果が得ら
れると誤認する。

一般消費者の誤認を招かないようにするためには、
併用事項や前提条件等を明瞭に表示する必要が
ある。

○求められる表示方法

 被験者の数及びその属性

 そのうち体験談と同じような効果、性能等が得られた者
が占める割合

 体験談と同じような効果、性能等が得られなかった者が
占める割合

等を明瞭に表示する。
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「合理的な根拠」と「打消し表示」の関係

根拠が

合理的・客観的

打消し表示により
誤認を防げられる

景表法クリア
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不当な二重価格表示の禁止
二重価格表示

事業者が自己の販売価格に当該販
売価格よりも高い他の価格（比較対
照価格）を併記して表示すること

比較対照価格の内容について適正

な表示が行われていない場合には、
有利誤認表示に該当するおそれあり

「当店通常価格」や「セール前価格」と
いった過去の販売価格を比較対照価
格とする二重価格表示を行う場合に、
同一の商品について最近相当期間に
わたって販売されていた価格とはいえ
ない価格を比較対照価格に用いると
きは、当該価格がいつの時点でどの
程度の期間販売されていた価格であ
るか等その内容を正確に表示しない
限り、不当表示に該当するおそれが
ある。
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不当な二重価格表示の禁止
最近相当期間にわたって販売された価格

当該価格で販売されていた時期及び期間

対象となっている商品の一般的価格変動
の状況

当該店舗における販売形態

等を考慮しつつ、個々の事案ごとに検討され
る。

〇セール開始時点から遡る８週間（８週間

未満の場合には、当該期間）において、比
較対照価格で販売されていた期間が、当該
商品が販売されていた期間の過半を占めて
いる場合

✖当該価格で販売されていた期間が通算し
て２週間未満の場合

✖当該価格で販売された最後の日から２週
間以上経過している場合
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出典：消費者庁HP
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出典：消費者庁HP

翌月も同じキャンペーン
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薬機法違反の最新動向

✔逮捕・送検・罰金事例

✔景表法よりも重い4.5%の課徴金制度
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薬機法違反の最新動向 ✔逮捕・送検・罰金事例

ステラ漢方事件

大阪府警が、医薬品として承認されていない健康
食品を肝機能の改善に効果があるかのように宣伝
したとして、広告主と広告代理店を薬機法違反（未
承認医薬品の広告禁止）の疑いで逮捕

広告主が逮捕され業界に激震

✖ 広告主とその担当者、広告代理店とその担当者
に罰金刑

△ 未承認医薬品の販売行為は不起訴
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薬機法違反の最新動向 ✔逮捕・送検・罰金事例

警視庁が医師を逮捕（2020年10月）
✖医薬品的な効能効果を標榜しながら健康食品を販売

警視庁が歯科医師らを逮捕（2020年11月）
✖新型コロナウイルスに対する効能効果を標榜しながら洗口液等
を広告・販売

京都府警が会社社長ら2名を逮捕（2020年11月）
✖粉ミルクの健康食品について新型コロナ予防効果を標榜
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薬機法違反の最新動向 ✔逮捕・送検・罰金事例
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景表法と薬機法の関係
医薬品、医療機器等の品質、有効性及び安全性の確保等に関する法律

（誇大広告等）
第六十六条 何人も、医薬品、医薬部外品、化粧品、医療機器又は再
生医療等製品の名称、製造方法、効能、効果又は性能に関して、明示
的であると暗示的であるとを問わず、虚偽又は誇大な記事を広告し、
記述し、又は流布してはならない。
２ 医薬品、医薬部外品、化粧品、医療機器又は再生医療等製品の効
能、効果又は性能について、医師その他の者がこれを保証したものと
誤解されるおそれがある記事を広告し、記述し、又は流布することは、
前項に該当するものとする。
３ （略）

（承認前の医薬品、医療機器及び再生医療等製品の広告の禁止）
第六十八条 何人も、（略）医薬品若しくは医療機器又は再生医療等
製品であつて、まだ（略）承認又は（略）認証を受けていないものに
ついて、その名称、製造方法、効能、効果又は性能に関する広告をし
てはならない。

第八十五条 次の各号のいずれかに該当する者は、二年以下の懲役若
しくは二百万円以下の罰金に処し、又はこれを併科する。
一～三 （略）
四 第六十六条第一項又は第三項の規定に違反した者
五 第六十八条の規定に違反した者

出典：impress BUSINESS MEDIA
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薬機法違反の最新動向 ✔課徴金制度の導入
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薬機法違反の最新動向

✔薬事法違反による逮捕・送検・罰金事例が増加している。

✔薬事法違反は誰でも処罰される。

✔虚偽・誇大広告等により対価を得た場合、景表法よりも

重い4.5%の課徴金制度が2021年8月1日から施行される。

✔課徴金対象期間は最大で広告終了日から6か月後まで。



本日のテーマ

京都総合法律事務所

1.改正特商法はここに注意！
✔サブスク取引規制の強化
✔注文画面表示に対する規制の厳格化

2.景表法違反の最新動向
✔優良誤認表示により1000万円以上の課徴金
✔有利誤認表示により１億円の課徴金

3.薬機法違反の最新動向
✔逮捕・送検・罰金事例
✔景表法よりも重い4.5％課徴金制度

4. EC業者が備えるべきデジタルプラットフォーム新法



EC業者が備えるべきデジタルプラットフォーム新法

京都総合法律事務所

出典：消費者庁HP



EC業者が備えるべきデジタルプラットフォーム新法

京都総合法律事務所

ご存知ですか、デジタルプラットフォーム新法

オンラインモール等の「取引デジタルプラットフォーム」において、危険商品等の
流通や販売業者が特定できず紛争解決が困難となる等の問題が発生。

2021年4月28日成立、2021年5月10日公布、1年以内に施行。

✔取引DPF提供者は、販売業者等の身元確認等を行う努力義務を負う。
✔国は、取引DPF提供者に危険商品等の出品停止を要請できる。
✔要請に従った取引DPF提供者は免責される。
✔消費者は、取引DPF提供者に対して販売業者等の情報開示を請求できる。
✔適切な手順に従って情報を開示した取引DPF提供者は、販売業者に対して
責任を負わない。
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広告対応を弁護士に依頼するメリット

 景表法や薬機法に抵触した場合、商品の販売中止を
余儀なくされたり、広告戦略に大きな影響を及ぼす

 最悪の場合、逮捕される

 優良誤認・有利誤認の要件は極めて抽象的

 不実証広告規制は、15日以内に合理的な根拠を示す
という極めてタイトなタイムスケジュール

 課徴金は売上高の3％（景表法）・4.5％（薬機法）

 事業者が講ずべき措置への適切な対応

 法改正への機敏な対応

 消費者庁や適格消費者団体の動向のチェック

適時かつ迅速に広告対応可能な弁護士に相談
できる体制の構築は今後の広告戦略に不可欠

✔京都総合法律事務所広告チェックサービス
✔京都総合法律事務所リーガルサポートプラン
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広告チェックレポート（サンプル）
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広告作成準備段階からの
コンサルテーションにもご対応
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弁護士 野 﨑 隆 史

TEL     075-256-2560
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mail  nozaki@kyotosogo-law.com
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